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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電極ギャップを有する複数の電極対を有する検知領域を備える誘電体基板であって、前
記複数の電極対のうちの少なくとも１つの電極対が、前記複数の電極対のうちの他の電極
対の電極ギャップとは異なる電極ギャップを有する誘電体基板と、
　前記検知領域に動作可能に結合されている複数の調整要素と
を備える共振センサアセンブリであって、
　前記検知領域は、複数の共振回路を画成するために複数の調整要素に結合されており、
　前記複数の電極対の各電極対は、前記複数の調整要素のうちの一つ以上の調整要素と協
働して共振回路を形成する、共振センサアセンブリ。
【請求項２】
　前記電極対の少なくとも一方の電極はインターデジタル電極を含む、請求項１記載の共
振センサアセンブリ。
【請求項３】
　前記複数の電極対のうちの少なくとも1つの電極対は、前記誘電体基板の部分から所定
の距離をおいて配置されている、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項４】
　前記誘電体基板と前記複数の電極対のうちの少なくとも一つの電極対との間に配置され
ている誘電体材料を備える、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項５】
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　前記複数の調整要素は、前記複数の電極対のうちの２つ以上の電極対に対して共通の共
振周波数をもたらすように構成されている、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項６】
　前記複数の調整要素は、前記複数の電極対のうちの２つ以上の電極対に対して異なる共
振周波数をもたらすように構成されている、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項７】
　前記複数の電極対は２電極構造を含む、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項８】
　前記２電極構造は２インターデジタル電極構造を含む、請求項７記載の共振センサアセ
ンブリ。
【請求項９】
　前記複数の電極対は４インターデジタル電極構造を含む、請求項１記載の共振センサア
センブリ。
【請求項１０】
　前記複数の電極対は多電極構造を含む、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項１１】
　前記多電極構造のうちの少なくとも１つの電極は、前記多電極構造の他の電極のサイズ
とは異なるサイズを有する、請求項１０記載の共振センサアセンブリ。
【請求項１２】
　前記複数の電極対の少なくとも一つの電極は、グローバル電極として機能するように構
成されており、前記複数の電極対の他の電極は、局所電極として機能するように構成され
ている、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項１３】
　前記複数の電極対のうちの少なくとも一つの電極対は、流体、緩衝溶液、生物学的に関
連した流体、細胞増殖培地、体液、又はそれらの組合せの中に配置されている、請求項１
記載の共振センサアセンブリ。
【請求項１４】
　前記複数の電極対の少なくとも一つの電極は保護材料を備える、請求項１記載の共振セ
ンサアセンブリ。
【請求項１５】
　前記検知領域の少なくとも一部は保護層を備える、請求項１記載の共振センサアセンブ
リ。
【請求項１６】
　前記保護層は、生物学的に適合した層を含む、請求項１５記載の共振センサアセンブリ
。
【請求項１７】
　前記誘電体基板はウェルプレートを含む、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項１８】
　前記共振センサアセンブリにガルバーニ電気結合されている集積回路メモリチップを備
える、請求項１記載の共振センサアセンブリ。
【請求項１９】
　前記複数の調整要素のうちの一つ以上の調整要素は、コンデンサ、抵抗器、インダクタ
、インピーダンス変成器、又はそれらの組合せを含む、請求項１記載の共振センサアセン
ブリ。
【請求項２０】
　共振センサアセンブリと、前記共振センサアセンブリと通信する読取り器とを有するシ
ステムであって、
　前記共振センサアセンブリは、
　検知領域を備える誘電体基板であって、前記検知領域は電極ギャップを有する複数の電
極対を有し、前記複数の電極対のうちの少なくとも１つの電極対は、前記複数の電極対の
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うちの他の電極対の電極ギャップとは異なる電極ギャップを有する誘電体基板と、
　前記検知領域に動作可能に結合されている複数の調整要素であって、前記検知領域は、
複数の共振回路を画成するために複数の調整要素に結合されており、前記複数の電極対の
各電極対は、前記複数の調整要素のうちの一つ以上の調整要素と協働して共振回路を形成
する、複数の調整要素と、
を有し、
　前記読取り器は、複数の周波数において応答を取得するように構成されている、システ
ム。
【請求項２１】
　前記共振センサアセンブリは、断層撮影システムに利用される、請求項２０記載のシス
テム。
【請求項２２】
　少なくとも４インターデジタル電極構造を有する検知領域を備える誘電体基板であって
、前記４インターデジタル電極構造は一つ以上の電極対を有し、前記４インターデジタル
電極構造の少なくとも一つの電極対は、前記４インターデジタル電極構造の他の電極対の
電極ギャップとは異なる電極ギャップを有する誘電体基板と、
　複数の共振回路を画成するために前記検知領域に動作可能に結合されている複数の調整
要素であって、前記４インターデジタル電極構造の1つ以上の電極は前記複数の調整要素
のうちの一つ以上の調整要素と協働して一つ以上の共振回路を形成する、複数の調整要素
と、
を備え、
　前記複数の調整要素は、前記一つ以上の電極対に関連する所定の共振周波数を提供する
ように構成されている、共振センサアセンブリ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して、流体を分析するためのシステム及び方法に関し、より詳細には、共
鳴センサを使用して流体を分析するためのシステム及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、共鳴センサは、試料中に存在する物理的、化学的、及び生物学的成分に関す
る情報を提供するために使用される。センサ性能及び用途においてセンサの選択性がある
ことが望ましい。一般的に、選択性を欠くことによって、限定ではないが医療診断、生命
科学、水利、石油、及びガス、並びにセキュリティのような用途において、流体柱物理的
、化学的、及び生物学的種の検知においてセンサが幅広く使用されることが妨げられる。
材料科学及び材料特性化のために、インピーダンス分光法が使用されることが多い。イン
ピーダンス分光法は、生物学的種の分析のための非侵襲的で毒性のないプラットフォーム
を提供するため、生物学的種の分析においていくつかの利点をもたらす。しかしながら、
従来のインピーダンス分光法には広く受け入れられている制限があり、これは、広い周波
数範囲にわたって相対的に感度が低いこと、及び取得時間が非常に長くなることを含む。
【０００３】
　現行の実験技術は、試料に対する複数の予備処理ステップを利用することが多く、病理
学者又は技術者が、試料組成を手動で識別することを必要とする。現行のセンサ技法は、
光学的、電気的、機械的、熱的、及び磁気的検出原理に基づく種々のトランスデューサを
利用する。センサは、共振である場合もあり、又は共振でない場合もある。共振トランス
デューサは、非共振トランスデューサと比較して、制御されていない周囲環境雑音寄与の
存在下で任意の試料の誘電特性をより正確に探査するための機構を提供する。周囲環境雑
音寄与の非限定例は、温度、培地組成、及び試料中の干渉の存在を含む。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】英国公開特許第２４８６７８６号明細書
【発明の概要】
【０００５】
　一実施形態では、共振センサアセンブリは、検知領域を有する誘電体基板を含む。セン
サアセンブリは、検知領域に動作可能に結合されている複数の調整要素をさらに備え、検
知領域は、複数の共振回路を画成するために複数の調整要素に結合されている。
【０００６】
　別の実施形態では、システムは、共振センサアセンブリと、共振センサと動作可能に通
信している読取り器とを含み、読取り器は、複数の周波数における応答を取得するように
構成されている。共振センサアセンブリは、検知領域を備える誘電体基板と、検知領域に
動作可能に結合されている複数の調整要素とを含む。検知領域は、複数の共振回路を画成
するために複数の調整要素に結合されている。
【０００７】
　また別の実施形態では、共振センサアセンブリは、少なくとも４つのインターデジタル
電極構造を有する検知領域を備える誘電体基板と、検知領域に動作可能に結合されている
複数の調整要素とを含む。検知領域は、複数の共振回路を画成するために、複数の電極対
と関連付けられる所定の共振周波数を提供するように構成されている複数の調整要素に結
合されている。
【０００８】
　本発明のこれらの及び他の特徴、態様、及び利点は、以下の詳細な説明を添付の図面を
参照しながら読むとより良好に理解されることとなり、図面において、同様の参照符号は
明細書全体を通じて同様の部分を表す。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本技術の実施形態による、複数の周波数を使用して流体試料を探査するように構
成されているセンサアセンブリを利用した例示的なセンサシステムの一部の概略図である
。
【図２】本技術の実施形態による、共振センサの一実施形態の測定されたインピーダンス
パラメータのグラフ図である。
【図３】本技術の実施形態による、複数の電極を備える例示的な検知領域の概略図である
。
【図４】本技術の実施形態による、複数の電極を有する例示的な検知領域の概略図である
。
【図５】本技術の実施形態による、複数の電極を有する例示的な検知領域の概略図である
。
【図６】本技術の実施形態による、複数の電極を有する例示的な検知領域の概略図である
。
【図７】本技術の実施形態による、再構成可能な設計を有する電極／試料構造の等価な回
路の図である。
【図８】本技術の実施形態による、単一のセンサ領域を利用したセンサシステムの概略図
である。
【図９】本技術の実施形態による、試料を分析するための方法の流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　実施形態は、物理的、化学的及び／又は生物学的検出のためのシステム及び方法に関す
る。特定の実施形態では、システム及び方法は、流体を分析するために使用されてもよい
。有利には、システム及び方法は、単一の周波数を使用した様々な周波数における流体の
探査を促進する。特定の実施形態では、共振センサアセンブリは、複数の周波数において
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共振するように構成されている単一の検知領域を備え得る。これらの実施形態のうちのい
くつかにおいて、単一の検知領域は、複数の周波数において流体を探査するように構成さ
れている。単一の検知領域内の様々な部分領域が、センサ面に垂直な方向における流体試
料に関する断層情報を提供する、流体試料における複数の異なる深度を探査するように構
成され得る。この断層情報は、電磁場浸透波（ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　ｆｉｅ
ｌｄ　ｐｅｎｅｔｒａｔｉｎｇ　ｗａｖｅ）を使用することによって提供され得る。一例
において、電磁波は、電場浸透波及び磁場浸透波を含み得る。たとえば、流体試料が細胞
又は試料中の他の成分を含む場合、断層情報は、検知面からの距離の関数としての試料の
複素誘電率に関する情報を含み得る。細胞中の複数の異なる深度から得られる情報は、細
胞粘着、新たな細胞の移動、細胞活性の変化及び外部刺激（たとえば、環境、薬理学的）
に対する反応の指標をもたらす。一例において、迅速に収集される生検（ｒａｐｉｄ　ｃ
ｏｌｌｅｃｔｅｄ　ｂｉｏｐｓｙ）において癌細胞の転移を追跡するために、細胞形態に
関する情報が使用され得る。
【００１１】
　特定の実施形態では、センサは、医療診断、生命科学、水利技術、石油及びガス、並び
にセキュリティの分野における１以上の用途において利用されてもよい。医療診断の事例
において、共振センサアセンブリは、感染症又は癌の検出又は診断に使用されてもよい。
水利技術の事例において、共振センサアセンブリは、試水中のタンパク質及び細菌性細胞
の検出に使用されてもよい。試水は、飲用水タンク、上流タンク、又は冷却水タンクから
のものであってもよい。
【００１２】
　有利には、システム及び方法は単一のセンサを使用しながら複数の周波数を用いた試料
の探査を促進するため、複数の周波数を用いて試料を探査するために、複数のセンサ上に
流体試料を配置する必要はない。
【００１３】
　特定の実施形態では、共振センサアセンブリは、検知領域を備える誘電体基板と、検知
領域に動作可能に結合されている複数の調整要素とを含んでもよい。さらに、検知領域は
、複数の共振回路を画成するために複数の調整要素に結合されている。各共振回路は、単
一の検知領域内に部分領域を画成するのに使用されてもよく、各部分領域は、流体試料に
おける複数の異なる深度を探査するように構成されている。一実施形態では、誘電体基板
及び検知領域は、共振センサの一部であってもよい。特定の実施形態では、共振回路は、
協働して、結果として共振センサ応答が生成されるようにする複数の構成要素を含んでも
よい。
【００１４】
　いくつかの実施形態では、共振センサは、複数の共振回路を画成するために複数の調整
要素に結合されてもよい。一実施形態では、調整要素は、共振センサの外部にあってもよ
い。別の実施形態では、調整要素は共振センサの外部になくてもよく、調整要素は、共振
センサと一体であってもよい。
【００１５】
　いくつかの実施形態では、センサ読取り器が、共振センサアセンブリからの複数の応答
をモニタリングするように構成されてもよい。読取り器は、読取り器アンテナを通じてセ
ンサと動作可能に関連付けられてもよい。一実施形態では、読取り器は、共振センサの共
振特性をモニタリングするように構成されてもよい。共振センサからのデータは、有線又
は無線送信を使用して転送されてもよい。一実施形態では、無線送信は、誘導結合送信で
あってもよい。特定の実施形態では、読取り器は、複数の周波数の信号を受信するように
構成されている応答分析器であってもよい。
【００１６】
　特定の実施形態では、センサ読取り器は、試料を有する共振センサのインピーダンスス
ペクトルの実数部及び虚数部を測定するように構成されてもよい。特定の実施形態では、
センサ読取り器は、センサ応答の外部の試料と関連付けられる共振センサのインピーダン
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ススペクトルの実数部及び虚数部を測定するように構成されてもよい。複素インピーダン
ススペクトルパラメータの測定値に加えて、読取り器は、複素インピーダンススペクトル
に関係する他のスペクトルパラメータを測定してもよい。スペクトルパラメータの非限定
例は、Ｓパラメータ（散乱パラメータ）及びＹパラメータ（アドミタンスパラメータ）を
含む。いくつかの実施形態では、センサ読取り器は、センサをリアルタイムにモニタリン
グするように構成されてもよい。さらに、読取り器は、センサ応答を断続的に又は連続的
にモニタリングするように構成されてもよい。
【００１７】
　特定の実施形態では、共振センサは、単一の検知領域を含んでもよく、検知領域は、複
数の周波数において共振するように構成されている。一例において、共振センサはＲＦＩ
Ｄセンサであってもよい。ＲＦＩＤセンサは、メモリチップを備えてもよい。メモリチッ
プは、必要とされるときにデータを記憶及び取り出しするために使用されてもよい。デー
タは、ＲＦＩＤセンサのデジタルＩＤ、又はＲＦＩＤセンサの任意の他の情報を含んでも
よい。メモリチップは、集積回路（ＩＣ）チップのような、リード／ライトチップであっ
てもよい。代替的に、メモリチップは、弾性波素子チップのような、読み出し専用チップ
であってもよい。メモリチップは、別個のセンサに対するアナログ入力であってもよい。
【００１８】
　本明細書において使用される場合、「ＲＦＩＤタグ」という用語は、データを記憶する
ために電子タグを使用し、少なくとも２つの構成要素を含み、ここで第１の構成要素は情
報を記憶及び処理し、無線周波数信号を変調及び復調するための集積回路（メモリチップ
）である、データ記憶及び報告技術を指す。このメモリチップはまた、他の専用機能にも
使用されてもよく、たとえば、コンデンサを含むことができる。一実施形態では、メモリ
チップはまた、アナログ入力のための入力をも含んでもよい。第２の構成要素は、無線周
波数信号を受信及び送信するためのアンテナである。アンテナはまた、検知領域としての
役割を果たすようにも構成されてもよい。特定の実施形態では、検知機能を有するＲＦＩ
Ｄタグが、ＲＦＩＤセンサである。特定の実施形態では、検知領域を有するＲＦＩＤタグ
が、ＲＦＩＤセンサである。
【００１９】
　特定の実施形態では、共振センサは、たとえば、ＲＦＩＤタグのアンテナが、その複素
インピーダンスパラメータが環境変化の関数として変化することによって検知機能も実施
するとき、検知機能が追加されたＲＦＩＤタグを含んでもよい。そのような共振センサに
よる環境変化の判定は、複素インピーダンスの分析によって実施される。一実施形態では
、ＲＦＩＤタグは、ＲＦＩＤタグのアンテナ及び／又はメモリチップにわたって相補セン
サ（ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ｓｅｎｓｏｒ）を結合することによって、ＲＦＩＤ共
振センサに変換されてもよい。相補センサを結合することによって、取り付けられたセン
サの電気的応答が、共振センサの複素インピーダンス応答の１以上の対応する変化に変換
され得る。共振センサの複素インピーダンス応答の非限定例は、共振センサの複素インピ
ーダンス応答の共振ピーク位置、ピーク幅、ピーク高さ及びピーク対称性、複素インピー
ダンスの実数部の大きさ、複素インピーダンスの虚数部の共振周波数、複素インピーダン
スの虚数部の反共振周波数、インピーダンスのゼロリアクタンス周波数、位相角、及び大
きさを含んでもよい。
【００２０】
　特定の実施形態では、共振センサは、様々な物理的、化学的、及び生物学的種パラメー
タを測定するのに使用されてもよい。ＲＦＩＤ共振センサにおいて、統合検査（ｉｎｔｅ
ｇｒａｔｅｄ　ｉｎｔｅｒｒｏｇａｔｉｏｎ）のための方法及びシステムは、ＲＦＩＤタ
グに対応するデジタル又はアナログデータ（たとえば、タグＩＤ、エンドユーザの記憶さ
れている情報、検知情報、タグから利用可能な任意の他のデジタル情報）、及びＲＦＩＤ
センサに対応するアナログデータ（たとえば、検知測定値、反射電力測定値）を得るため
に、ＲＦＩＤセンサからデジタル信号とアナログ信号の両方を収集するのに使用されても
よい。一実施形態では、ＲＦＩＤセンサのＲＦＩＤタグは、パッシブタグであってもよい
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。パッシブタグＲＦＩＤタグは、その機能のために電池を必要とせず、センサアンテナに
接続されているメモリチップを備える。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、共振センサインピーダンススペクトルは、いくつかの「スペ
クトルパラメータ」を抽出するために処理されてもよい。スペクトルパラメータは、Ｆp

、Ｚp、Ｆ1、又はＦ2などである。センサインピーダンススペクトルは、処理のために中
央コンピューティングセンタ（ｃｅｎｔｒａｌ　ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ　ｃｅｎｔｅｒ）に
送信されてもよい。一例において、中央コンピューティングセンタは、インピーダンス読
取り器からの定常状態又は動的応答を使用してインピーダンススペクトル又はスペクトル
特徴の少なくとも一部を分析することができる。定常状態センサ応答は、所定の期間にわ
たるセンサから応答であり、応答は測定時間にわたってさほど変化しない。したがって、
経時的な定常状態センサ応答の測定値は同様の値を生成する。動的センサ応答は、測定さ
れている環境パラメータ（温度、圧力、化学的濃度、生物学的濃度など）が突然変化する
ときのセンサからの応答である。したがって、センサ応答は、測定時間にわたって大幅に
変化する。したがって、経時的な動的センサ応答の測定値は、応答の動的な特徴を生成す
る。応答の動的特徴の非限定例は、平均応答スロープ、平均的な応答の大きさ、信号応答
の最大立ち上がりスロープ、信号応答の最大立ち下がりスロープ、信号応答の平均変化、
信号応答の最大の正の変化、及び信号応答の最大の負の変化を含む。
【００２２】
　特定の実施形態では、センサの基板上に単一の検知領域を設けるのにいくつかの異なる
手法が使用されてもよい。一実施形態では、検知領域を画成するために、検知材料又は検
知フィルムが検知領域上に配置されてもよい。検知材料は、センサのインピーダンス応答
を変化させるように構成されてもよい。別の実施形態では、検知領域を画成するために、
保護材料又は保護フィルムが検知領域上に配置されてもよい。この実施形態では、保護材
料は、検知領域の電極を試料から分離するように構成されてもよい。また別の実施形態で
は、検知領域は、試料と直接接触していてもよい。この実施形態では、検知領域は、検知
領域の電極を、試料と直接接触させるように構成されてもよい。
【００２３】
　本明細書において使用される場合、「検知材料」又は「検知フィルム」という用語は、
限定ではないが、環境との相互作用を受けて複素インピーダンスセンサ応答に予測可能か
つ再現可能に影響を与える機能を実施するために、共振センサの検知領域上に配置される
材料を指す。たとえば、ポリアニリンのような導電性ポリマーは、ｐＨが異なる溶液に曝
露されると、その伝導性を変化させる。そのようなポリアニリンフィルムがセンサ上に配
置されると、複素インピーダンスセンサ応答はｐＨの関数として変化する。したがって、
そのようなＲＦＩＤセンサはｐＨセンサとして機能する。そのようなポリアニリンフィル
ムが気相における検出のためにＲＦＩＤセンサ上に配置されるとき、複素インピーダンス
センサ応答はまた、塩基性（たとえば、ＮＨ３）又は酸性（たとえば、ＨＣｌ）の気体に
曝露されるときにも変化する。センサフィルムは、限定ではないが、それらが配置されて
いる環境に基づいてそれらの電気的及び／又は誘電特性を変化させるポリマー、有機、無
機、生物学的、複合、及びナノ複合フィルムを含む。センサフィルムの追加の非限定例は
、Ｎａｆｉｏｎのようなスルホン化ポリマー、シリコーン接着剤のような接着剤ポリマー
、ゾル－ゲルフィルムのような無機フィルム、カーボンブラック－ポリイソブチレンフィ
ルムのような複合フィルム、カーボンナノチューブ－Ｎａｆｉｏｎフィルムのようなナノ
複合フィルム、金ナノ粒子－ポリマーフィルム、金属ナノ粒子－ポリマーフィルム、電紡
糸ポリマーナノファイバ、電紡糸無機ナノファイバ、電紡糸複合ナノファイバ、及び任意
の他のセンサ材料であってもよい。センサフィルム中の材料が液体環境内へ漏れることを
防止するために、センサ材料は、共有結合、静電結合及び当業者に既知の他の標準的な技
法のような標準的な技法を使用して、センサ表面に取り付けられる。
【００２４】
　本明細書において使用される場合、「環境パラメータ」又は「環境特性」という用語は
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、多変数センサ内の又は多変数センサを取り囲む測定可能な環境変数を指す。特定の実施
形態では、測定可能な環境変数は、物理的、化学的又は生物学的特性のうちの１以上を含
んでもよい。環境パラメータの比現手入れは、温度、ｐＨ、酸素含有量、圧力、材料濃度
、伝導性、誘電特性、センサ付近の又はセンサ内の誘電体、金属、化学的又は生物学的粒
子の数、電離放射線量、光強度、又はそれらの組合せを含んでもよい。
【００２５】
　本明細書において使用される場合、「検体」という用語は、任意の望ましい測定される
環境パラメータを含む物質を指す。本明細書において使用される場合、「干渉」という用
語は、センサによる測定の正確性及び精度に望ましくない影響を与える、任意の望ましく
ない環境パラメータを含む。本明細書において使用される場合、「干渉物質」という用語
は、センサによる干渉応答を生成する場合がある流体又は環境パラメータ（たとえば、温
度、圧力、光など）を指す。本明細書において使用される場合、「共振インピーダンス」
又は「インピーダンス」という用語は、センサ「スペクトルパラメータ」が抽出されるセ
ンサの共振の周囲で測定されるセンサ周波数応答を指す。
【００２６】
　特定の実施形態では、検知領域上に配置されている検知電極は、測定されている試料に
よって影響を受けない。特定の実施形態では、検知領域上に配置されている検知電極は、
測定されている試料によって予測可能に影響を受け、センサ応答を予測可能に変化させる
。一実施形態では、電極は少なくとも部分的に、環境に応答する検知材料から作成される
。この実施形態では、電極は環境に対して感受性であり、化学的、生物学的又は物理的パ
ラメータのうちの１以上を検知することができる。一実施形態では、電極は、環境感受性
材料から作製される。センサの用途に応じて、電極材料は異なる。たとえば、浸食モニタ
リングについて、電極材料の非限定例は、アルミニウム、銅、及び鋼である。化学的及び
生物学的モニタリングについて、電極材料の非限定例は、ポリアニリン、複合コアシェル
ナノ粒子、リガンドコーティングナノ粒子（ｌｉｇａｎｄ－ｃｏａｔｅｄ　ｎａｎｏｐａ
ｒｔｉｃｌｅ）、裸のナノ粒子、ナノワイヤ、ナノチューブ、及びナノシートである。
【００２７】
　検知材料を共振センサの検知領域に被着させ、共振センサの複素インピーダンスを測定
することによって、インピーダンス応答が生物学的又は化学的又は物理的パラメータに相
関付けられ得る。特定の実施形態では、感受性材料が、微量濃度の検体に曝露されて検出
可能な変化を受けてもよい。これらの実施形態では、共振回路を構成する電極の間に検知
材料を配置することによって、微量濃度を測定することができる。したがって、回路の共
振特性の変化によって、検知材料の誘電特性、寸法、電荷移動、及び他の特性の変化を検
出することができる。
【００２８】
　有利には、単一の検知領域を有する共振センサは、各試験対象物又は対象物及び干渉の
個々の応答を提供するように構成される。たとえば、検知領域を有する共振センサは、検
体の各々に対応する複数の異なる応答を提供してもよい。多変量分析（たとえば、主成分
分析）を適用することによって、検体の各々の複素インピーダンス応答の次元性が単一の
データ点に低減される。この処理済みデータは、対象物及びそれらの混合物の定量化にさ
らに使用される。本明細書において使用される場合、「多変量分析」とは、１つのセンサ
が、実質的に互いにと相関しない複数の応答信号を生成する信号の分析を指す。センサか
らの複数の応答信号は、圧力又は温度又は流体成分のような種々の環境条件への曝露の応
答パターンを構築するために多変量分析ツールを使用して分析され得る。多変量分析ツー
ルの非限定例は、正準相関分析、回帰分析、非線形回帰分析、主成分分析、判別関数分析
、多次元尺度構成法、線形判別分析、ロジスティック回帰、又はニューラルネットワーク
分析を含む。
【００２９】
　一例において、検知領域を有する共振センサは、様々な深度の、測定される試料の生物
学的特徴又は細胞の生理的特徴に対応する応答を提供することができる。様々な応答は、
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多変量分析を使用して分析され得る。たとえば、共振センサは、複数の周波数において試
料を探査するのに使用されてもよく、複数の周波数に対応する応答は、試料内の複数の異
なる深度と関連付けられる情報を得るために多変量分析を使用して分析され得る。一実施
形態では、複数の周波数は、単一の検知領域から同時に生成されてもよい。
【００３０】
　特定の実施形態では、共振センサは、単一の検知領域からの複数の電極対に対応する応
答を用いて同じ周波数において試料を探査するのに使用されてもよい。
【００３１】
　特定の実施形態では、センサの共振にわたるセンサ応答を測定するために２つ以上の周
波数が利用され得るため、センサの複素インピーダンス応答は、多変量応答であり得る。
特定の実施形態では、センサの共振の外部のセンサ応答を測定するために２つ以上の周波
数が利用され得るため、センサの複素インピーダンス応答は、多変量応答であり得る。い
くつかの実施形態では、センサ応答は、センサの共振にわたって複数の周波数において測
定される。たとえば、センサが約１３ＭＨｚで共振する場合、測定周波数及び関連センサ
応答は、約５ＭＨｚ～約２０ＭＨｚにおいて測定される。多変量応答は、多変量分析を使
用して分析される。センサの多変量応答は、限定ではないが、Ｆp、Ｚp、Ｆz、Ｆ1、Ｆ2

、Ｚ1、及びＺ2のような、センサの全複素インピーダンススペクトル及び／又はいくつか
の個々に測定される特性を含む。これらの及び他の測定される特性が、「スペクトルパラ
メータ」である。これらの特性は、複素インピーダンスの実数部の最大値の周波数（Ｆp

、共振ピーク位置）複素インピーダンスの実数部の大きさ（Ｚp、ピーク高さ）、ゼロリ
アクタンス周波数（Ｆz、インピーダンスの虚数部がゼロである周波数）、複素インピー
ダンスの虚数部の共振周波数（Ｆ1）、及び複素インピーダンスの虚数部の反共振周波数
（Ｆ2）、複素インピーダンスの虚数部の共振周波数（Ｆ1）における信号振幅（Ｚ1）、
並びに及び複素インピーダンスの虚数部の反共振周波数（Ｆ2）における信号振幅（Ｚ2）
を含む。複素インピーダンススペクトル全体を使用して他のパラメータ、たとえば、共振
の性質係数、位相角、及びインピーダンスの大きさが測定され得る。多変量応答スペクト
ルパラメータは、参照により本明細書に組み込まれる、「Ｍｅｔｈｏｄｓ　ａｎｄ　ｓｙ
ｓｔｅｍｓ　ｆｏｒ　ｃａｌｉｂｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　ＲＦＩＤ　ｓｅｎｓｏｒｓ」と題
する米国特許第７，９１１，３４５号明細書に帰されている。
【００３２】
　特定の実施形態では、センサは、保護材料を含んでもよい。特定の実施形態では、保護
材料は、限定ではないが、依然としてセンサ付近にある、又はセンサと接触している流体
の測定が実施されることを可能にしながら、意図的でない機械的、物理的又は化学的影響
からセンサを保護する材料を含んでもよい。流体は、気体、液体、もしくは固体、生物学
的粒子、もしくは組織試料を含む流芯懸濁液であってもよい。たとえば、推定測定値は、
流体伝導性測定値を含んでもよく、保護フィルムは、電磁場が流体中に浸透することを依
然として可能にしながら、センサを流体から分離する。一例において、保護材料は、限定
ではないが、干渉物質の存在下で意図的でない機械的、物理的又は化学的影響からセンサ
を保護する材料を含む。一例において、保護材料は、機械的損傷及び摩耗からセンサを保
護するためにセンサの上に被着される紙フィルムであってもよい。別の例において、保護
材料は、測定のために液体中に配置されたときに浸食からセンサを保護するためにセンサ
の上に被着されるポリマーフィルムであってもよい。また別の例において、保護材料は、
測定のために伝導性液体中に配置されたときにセンサの回路の短絡からセンサを保護する
ためにセンサの上に被着されるポリマーフィルムであってもよい。また別の例において、
保護材料は、測定のために伝導性液体中に配置されたときに電極のファウリングからセン
サを保護するためにセンサの上に被着されるポリマーフィルムであってもよい。フィルム
として使用されるそのような保護材料の非限定例は、紙、及びポリエステル、ポリプロピ
レン、ポリエチレン、ポリエーテル、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート、
又はそれらの組合せのような高分子フィルムを含んでもよい。一例において、フィルムは
、原子層堆積又は化学蒸着を介して無機種を用いて成長され得る。
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【００３３】
　特定の実施形態では、保護材料は、センサの付近にある、又はセンサと接触している流
体の直接の測定の実施を促進してもよい。これらの実施形態では、センサは、検知領域上
に保護材料を含んでもよいし、又は含まなくてもよい。流体の測定は、流体の複素誘電率
を判定することによって実施されてもよい。共振センサは、環境の複素誘電率の変化に応
答する。流体の複素誘電率の実数部は「誘電率」として参照される。流体の複素誘電率の
虚数部は「誘電損率」として参照される。流体の複素誘電率の虚数部は、流体の伝導性に
正比例する。単一のセンサによる測定が、複数流体の混合物又は個々の流体に対して実施
されてもよい。これらの測定値は、流体の組成を判定するために使用され得る。一実施形
態では、複数流体の混合物は均一であってもよいし、又は不均一であってもよい。均一混
合物の非限定例は、水中の塩、水中のエタノール、水中の糖、乳中の水である。不均一混
合物の非限定例は、水中のシリコーン、水中の油、水中のベンゼン、培地中の細胞、血液
中のウイルス粒子、組織中の血液である。
【００３４】
　図１は、複数の周波数を使用して流体試料を探査するように構成されているセンサアセ
ンブリ１０を利用した共振センサシステムの一部を示す。共振センサアセンブリ１０は、
共振センサ１２を備える。共振センサ１２は、試料の化学的、物理的又は生物学的パラメ
ータを検出するように構成されている。センサは、単一の検知領域１４を備える。検知領
域１４は、基板上に配置されてもよい。いくつかの実施形態では、センサ１２の基板は、
誘電体基板であってもよい。基板は、ウェルプレートであってもよい。この実施形態では
、電極はウェルプレート上に配置されてもよい。ウェルプレートのウェルは蓋のない試料
容器（ｏｐｅｎ　ｓａｍｐｌｅ　ｃｏｎｔａｉｎｅｒ）又はオープンフローチャネルの非
限定例であることが留意されるべきである。
【００３５】
　特定の実施形態では、センサアセンブリ１０は、複数の調整要素１６をさらに含んでも
よい。複数の調整要素は、複数の共振回路を画成するために単一の検知領域１４に動作可
能に結合されてもよい。調整要素１６は単一の検知領域１４とともに、複数の共振回路を
画成し得る。複数の共振回路の各共振回路は、複数の調整要素のうちの１以上の調整要素
を含んでもよい。
【００３６】
　図示されている実施形態では、複数の調整要素１６はセンサ１２の外部にある。しかし
ながら、一実施形態では、調整要素１６は、センサ１２の基板上に配置されてもよい。別
の実施形態では、複数の調整要素１６のうちのいくつかは、センサ基板の外部にあっても
よく、一方で他の調整要素１６は基板上に配置されてもよい。調整要素１６は、抵抗器、
コンデンサ、共振器、インピーダンス変成器、又はそれらの組合せを含んでもよい。
【００３７】
　各共振回路は、特定の周波数において共振するように構成され得る。少なくとも１つの
共振回路は、他の共振回路の共振周波数とは異なる周波数において共振するように構成さ
れてもよい。例として、検知領域１４が一対の電極を含む場合、調整要素１６は、インダ
クタ－コンデンサ－導体（ＬＣＲ）共振回路を形成するための導体、コンデンサ、及びイ
ンダクタであってもよい。調整要素１６は、検知領域１４に電気的に結合されてもよい。
一実施形態では、調整要素１６は、検知領域１４に並列に接続していてもよい。
【００３８】
　特定の実施形態では、複数の共振回路の異なる共振回路は異なる周波数において共振す
るように構成されてもよい。これらの異なる共振回路は、複数の周波数を用いて流体試料
を探査するように構成され得る。複数の異なる周波数を使用して、複数の異なる深度にお
いて流体試料を探査することができる。
【００３９】
　特定の実施形態では、共振センサアセンブリ１０は、少なくとも１つの電極対を備えて
もよい。いくつかの実施形態では、少なくとも１つの電極対は、２電極構造、又は２イン
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ターデジタル電極構造を形成してもよい。特定の他の実施形態では、共振センサアセンブ
リは、少なくとも２つの電極対を備えてもよい。一実施形態では、２つの電極対は、４電
極構造、又は４インターデジタル電極構造を形成してもよい。いくつかの実施形態では、
共振センサアセンブリ１０は、複数の電極対を含んでもよい。一実施形態では、複数の電
極対が、多電極構造を形成してもよい。一実施形態では、多電極構造の少なくとも１つの
電極は、多電極構造の他の電極のサイズとは異なるサイズを含んでもよい。一実施形態で
は、多電極構造を形成する複数の電極対は、断層撮影用途に使用されてもよい。
【００４０】
　一実施形態では、複数の電極対のうちの少なくとも一対は、他の対の電極ギャップとは
異なる電極ギャップを含む。いくつかの実施形態では、複数の電極対のうちの少なくとも
一対は、基板の大部分から所定の距離をおいて配置される。一例において、基板と、複数
の電極対の少なくとも一方の電極対との間に誘電体材料が配置されてもよい。誘電体材料
は、図５に関連して詳細に説明するような支持構造の形状にあってもよい。
【００４１】
　特定の実施形態では、調整要素は、複数の電極対のうちの２つ以上の電極対に対して共
通の共振周波数をもたらすように構成されてもよい。調整要素は、複数の電極対のうちの
２つ以上の電極対に対して異なる共振周波数をもたらすように構成されてもよい。
【００４２】
　特定の実施形態では、複数の電極のうちの少なくとも１つは、グローバル電極（ｇｌｏ
ｂａｌ　ｅｌｅｃｔｒｏｄｅ）として機能するように構成されてもよく、複数の電極対の
うちの他の電極は、局所電極として機能するように構成されてもよい。
【００４３】
　特定の実施形態では、複数の電極対のうちの少なくとも一対は、流体、緩衝溶液、生物
学的に関連した流体、細胞増殖培地、体液、又はそれらの組合せの中に配置されてもよい
。これらの実施形態のうちのいくつかにおいて、複数の電極対の少なくとも一方の電極は
、保護材料を含んでもよい。
【００４４】
　図示されている実施形態では、センサアセンブリ１０はまた、マルチプレクサ１８をも
含んでもよい。マルチプレクサ１８は、複数の調整要素１６の間の電子交換を促進するよ
うに構成されてもよい。マルチプレクサ１８は、探査周波数と関連付けられる１以上の信
号を選択し、選択された信号を出力デバイス又は読取り器に転送するように構成されても
よい。一実施形態では、マルチプレクサ１８は、信号を出力デバイス又は読取り器に選択
的に送信するように構成されてもよい。マルチプレクサ１８は、複数の信号をセンサ読取
り器に同時に送信するように構成されてもよい。マルチプレクサ１８はまた、探査周波数
と関連付けられる検知領域の１以上の部分を選択し、選択された信号を読取り器に転送す
るようにも構成されてもよい。
【００４５】
　特定の実施形態では、センサ１２はＲＦＩＤセンサであってもよい。ＲＦＩＤセンサは
、ＲＦＩＤタグから作成されてもよい。ＲＦＩＤタグは、データを記憶するために電子タ
グを使用してもよい。ＲＦＩＤタグは、少なくとも２つの構成要素、すなわち、集積回路
（メモリチップ）とアンテナとを含んでもよい。一実施形態では、メモリチップは、共振
センサアセンブリ１０にガルバーニ電気接続していてもよい。メモリチップは、情報を記
憶及び処理し、無線周波数信号を変調及び復調するように構成されてもよい。一実施形態
では、メモリチップはまた、他の専用機能にも使用されてもよく、たとえば、メモリチッ
プはコンデンサを含んでもよい。メモリチップはまた、アナログ入力のための入力をも含
んでもよい。アンテナは、無線周波数信号及び受信及び送信するように構成されてもよい
。特定の実施形態では、集積回路メモリチップは、共振センサアセンブリにガルバーニ電
気結合されてもよい。
【００４６】
　図２は、単一の共振回路からのセンサのインピーダンス応答スペクトルの実数部及び虚



(12) JP 6243445 B2 2017.12.6

10

20

30

40

50

数部の例を示す。センサの単一の検知領域の複数の共振回路によって、複数のそのような
インピーダンス応答スペクトルが生成され得る。インピーダンス応答スペクトルは、共振
回路もしくは検知領域のいずれか、又は共振回路と検知領域の両方に由来する。曲線３０
によって示すように、インピーダンスの実数部は、スペクトルパラメータＦp３２及びＺp

３４を含む。パラメータＦp３２は、インピーダンスの実数部の最大値の周波数を表し、
パラメータＺp３４は、インピーダンスの実数部の大きさを表す。同様に、曲線３６によ
って示すように、インピーダンスの虚数部は、Ｆ1３８、Ｆ2４０、Ｆz４２、Ｚ1４４、及
びＺ2４６を含む。パラメータＦ1３８はインピーダンスの虚数部の共振周波数を表し、パ
ラメータＦ2４０はインピーダンスの虚数部の反共振周波数を表す。パラメータＦ1及びＦ

2は、等価回路の異なる構成要素に関係付けられる。パラメータＺ1４４は、複素インピー
ダンスＦ1３８の虚数部の共振周波数における信号振幅を表す。パラメータＺ2４６は、複
素インピーダンスＦ2４０の虚数部の反共振周波数における信号振幅を表す。パラメータ
Ｆz２７は、ゼロリアクタンス周波数を表す。センサパラメータの追加の非限定例は、Ｒ
ＦＩＤセンサの等価回路の応答から抽出することができるパラメータ、共振の性質係数、
位相角、及びＲＦＩＤの共振回路応答のインピーダンスの大きさ、並びに当該技術分野に
おいて既知の他のパラメータを含む。Ｆ1３８とＦ2４０との間の差は、実際のスペクトル
ピーク幅に関係付けられ得る。この例において、Ｆ1３８及びＦ2４０は等価回路の異なる
構成要素に関係付けられ、Ｆ1３８及びＦ2４０は相関付けられない。ピーク対称性は、イ
ンピーダンスの変化に影響され得る。インピーダンススペクトル全体を使用して、たとえ
ば、共振の性質係数、位相角、及びインピーダンスの大きさを使用して他のパラメータが
測定され得る。
【００４７】
　一実施形態では、インピーダンス分析器は、センサの複素インピーダンス応答（式（１
）によって表される）を測定するように構成されてもよい。
【００４８】
【数１】

　Ｆ1及びＺ1は誘導共振に由来し、一方でＦ2及びＺ2は容量共振に由来することが留意さ
れるべきである。
【００４９】
　一例において、読取り器は、センサと読取り器との間のガルバーニ電気接触を介してセ
ンサの複素インピーダンスを測定し得る。別の例において、読取り器は、センサと読取り
器との間の誘導結合を介してセンサの複素インピーダンスを測定し得る。読取り器は、モ
バイル、手持ち式、又は固定構成要素に統合されてもよい。
【００５０】
　図３は、複数の電極を備える検知領域の一例を示す。図示されている実施形態では、セ
ンサアセンブリの一部は、検知領域６２を有する基板６０を含む。検知領域６２は、基板
６０の一部上に配置されてもよい。基板は、誘電体基板であってもよい。検知領域６２は
、４つのインターデジタル電極６４、６６、６８及び７０を含む。
【００５１】
　電極６４、６６、６８及び７０は調整要素（図示せず）と組み合わさって、複数の共振
回路を形成し得る。１以上の電極６４、６６、６８及び７０は、共振回路の一部であって
もよい。電極６４、６６、６８及び７０は、同じ又は異なる共振回路の一部であってもよ
い。センサと動作可能に通信している読取り器がセンサ応答を読み取るのに使用されると
き、電極６４、６６、６８及び７０は、電極対を形成し得る。電極対の非限定例は、電極
６４及び６６の対、電極６４及び６８の対、電極６４及び７０の対、電極６６及び６８の
対、電極６６及び７０の対、並びに電極６８及び７０の対を含む。
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【００５２】
　複数の共振回路の少なくとも１つの共振回路は、他の共振回路の共振周波数とは異なる
周波数において共振するように構成されてもよい。アンテナ又はコイルは、１以上の共振
回路の一部であってもよい。特定の実施形態では、共振回路の共振周波数は、その特定の
共振回路内に存在する調整要素によって決定される。特定の実施形態では、４つの電極６
４、６６、６８及び７０は、２つの電極対を形成するように電気的に結合され得る。動作
時、検知領域６２の読取りは、電極６４、６６、６８及び７０を使用して実施され得る。
特定の実施形態では、複数の異なる周波数を提供するために複数の異なる共振回路が使用
されてもよい。複数の異なる周波数を使用して、流体試料を検出することができる。基板
６０は、電極６４、６６、６８及び７０のためのコンタクトパッド７２をさらに備えても
よい。
【００５３】
　一実施形態では、検知領域６２の少なくとも一部は、検知材料又は検知フィルムを含ん
でもよい。別の実施形態では、検知領域６２の少なくとも一部は、保護材料を含んでもよ
い。一実施形態では、検知領域６２は、検知材料と保護材料との組合せを含んでもよい。
１つのそのような実施形態では、検知材料及び保護材料を有する部分は、相互に排他的で
あってもよい。複数の電極を有するシステムにおいて、検知領域内の検知フィルムと保護
フィルムとの複数の組合せが、応答の次元性を増大させることができ、複数のパラメータ
を同時に定量化することを可能にする。一例において、保護材料が、検知材料上に配置さ
れてもよい。別の例において、飲用水、工業用水、又は環境水において溶媒の有機分子を
検出するための検知材料が、検知領域６２の電極上に堆積されてもよい。一実施形態では
、検知材料は検知フィルムの形態にあってもよく、検知フィルムの安定性を増強するため
に、検知フィルムは保護フィルムをコーティングされてもよい。検知フィルムのための検
知材料の非限定例は、シロキサン、ポリウレタン、シリコーンブロックポリイミドポリマ
ー、単層被覆金属ナノ粒子、又はそれらの組合せを含んでもよい。保護フィルム材料の非
限定例は、テトラフルオロエチレンのランダム共重合体及び２，２－ビス（トリフルオロ
メチル）－４，５－ジフロロ－１，３－ジオキソール（Ｔｅｆｌｏｎ　ＡＦ）、又はそれ
らの組合せである。
【００５４】
　いくつかの実施形態では、複数の電極対の電極は、保護材料を備えてもよい。これらの
実施形態のうちのいくつかにおいて、保護材料は、いくつかの電極上には堆積され、他の
電極上には堆積されない。一実施形態では、保護材料は、生物学的に適合した材料を含ん
でもよい。
【００５５】
　共振回路と関連付けられる共振周波数は、限定ではないが、共振回路のインダクタンス
値、容量値、抵抗値、電極間の距離、又はそれらの組合せのようなパラメータに応じて決
まり得る。
【００５６】
　複数の電極対がインターデジタル電極を含む実施形態では、複数の電極対のうちの少な
くとも一対は、他の対の電極ギャップとは異なる電極ギャップを含んでもよい。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、複数の電極対のうちの少なくとも一対は、時間的に変化する
電磁信号によって電気的に励起されるように構成されている。いくつかの他の実施形態で
は、少なくとも１つの電極対は、当該構造の大部分／大容量から所定の距離をおいて配置
される。これらの実施形態では、基板と、少なくとも１つの電極対との間に誘電体材料が
配置されてもよい。特定の実施形態では、複数の電極対のうちの少なくとも一対は、生物
学的に関連して流体内に配置されてもよい。
【００５８】
　特定の実施形態では、調整要素は、複数の電極対のうちの２つ以上の電極対に対して共
通の共振周波数をもたらすように構成されてもよい。
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【００５９】
　図４は、２つの電極対、すなわち、第１の電極対８２及び第２の電極対８４を有する例
示的な検知領域８０を示す。電極対８２及び８４は基板８６上に配置されている。一実施
形態では、基板は、誘電体基板であってもよい。基板８６は、ウェルプレート、もしくは
マイクロ流体基板、又は両方であってもよい。
【００６０】
　一実施形態では、基板８６は、外部刺激が制御されて与えられるとその誘電率を変化さ
せるように構成されている材料から作成される。基板８６の誘電率が変化する結果として
、試料流体を探査するのに利用可能な電極によって生成される電場の量が変化し得る。外
部刺激を受けて誘電率の変化を被る材料の非限定例は、強磁性材料、常誘電体材料、及び
液晶材料を含む。材料の誘電率を変化させるための外部刺激の非限定例は、電圧を印加す
ること、及び紫外線～可視光スペクトル範囲にわたる光学的放射を与えることを含む。
【００６１】
　第１の電極対８２は、第１の共振回路を形成し得る。第２の電極対８４は、第２の共振
回路を形成し得る。第１の共振回路は、概して参照符号８８で表されている読み値を有し
得る。同様に、第２の共振回路は、概して参照符号９０で表されている読み値を有し得る
。電場読み値は、基板の面にほぼ直交している。
【００６２】
　一実施形態では、第１の電極対８２を備える共振回路及び第２の電極対８４を備える共
振回路は、異なる周波数において共振するように構成されている。
【００６３】
　別の実施形態では、第１の電極対８２を備える共振回路及び第２の電極対８４を備える
共振回路は、同じ周波数において共振するように構成されている。
【００６４】
　図示されている実施形態では、電極対８２の共振回路は、電極対８４の共振回路とは異
なる。電極対８２の間に存在する電場８８は、電極対８４の間に存在する電場９０と比較
して異なる浸透深さ９２を有する。異なる浸透深さを有する電場８８及び９０が、異なる
深度における流体試料の分析を促進する。
【００６５】
　センサの汚染の存在下では、汚染すなわち塵芥又はファウリングを探査するために、電
極間の距離が短い電極対が使用され得る。電極間の距離がより長い電極対は、流体試料を
検出するために使用され得る。このように、流体試料を表す実際の値を取得するために、
塵芥又はファウリングの影響が減算され得る。
【００６６】
　特定の実施形態では、電極は、電極が電気的に短絡することなく高導電性培地内で動作
することを可能にする生物学的に適合した保護誘電体フィルムをコーティングされてもよ
い。電極対８２及び８４は、異なる検知材料、もしくは検知材料及び保護材料、又は厚さ
又は誘電率が異なる保護材料をコーティングされ得る。これらの多様なタイプのコーティ
ングによって、センサ応答の次元性が増大し、複数のパラメータを同時に定量化すること
が可能になる。
【００６７】
　センサアセンブリの動作中、電場読み値が電極から発散し、基板から離れる方向及び基
板に向かう方向に存在することが留意されるべきである。しかしながら、基板の誘電体材
料が、基板に向けて方向付けられる電場読み値を部分的に吸収する。したがって、読み値
の半分（基板から離れて方向付けられる読み値）のみがセンサによって使用され、一般的
にセンサ応答を分析するのに使用される。
【００６８】
　有利には、基板の上の電極の高さが、試料との相互作用に利用可能である電場の量を増
大させる。
【００６９】
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　ここで図５を参照すると、検知領域１００の一部は、基板１０２を有する。基板１０２
は、第１の面１０６及び第２の面１０８を有する誘電体基板であってもよい。基板１０２
は、１以上の支持構造１０４を含んでもよい。支持構造１０４は、基板１０２の第１の面
１０６上に形成されてもよい。代替的に支持構造１０４は、別個に形成され、その後基板
１０２に結合されてもよい。電極対１０７及び１０９が支持構造１０４上に配置され得る
。
【００７０】
　第１の電極対１０７は、第１の共振回路を形成し得る。第２の電極対１０９は、第２の
共振回路を形成し得る。第１の共振回路は、概して参照符号１１１及び１１３で表されて
いる読み値を有し得る。第２の電極対１０９は、第２の共振回路を形成し得る。第２の共
振回路は、概して参照符号１１５及び１１７で表されている読み値を有し得る。図示され
ている実施形態では、支持構造１０４は、電場１１３及び１１７に対する基板１０２の悪
影響を低減するように構成することができる。
【００７１】
　一実施形態では、支持構造１０４は、基板１０２の材料と同じ材料から形成されてもよ
い。別の実施形態では、支持構造１０４は、基板１０２の材料とは異なる材料から作成さ
れてもよい。支持構造１０４に適切な材料は、エネルギー損失がより少ない材料を含んで
もよい。支持構造１０４の材料は、支持構造１０４の材料の複素誘電率の虚数部がほぼゼ
ロであり得るようなものであってもよい。さらに、支持構造１０４の材料の複素誘電率の
実数部はほぼゼロであり得る。そのような材料の非限定例は、限定ではないが、誘電体材
料、たとえばエーロゲル、ＫＡＰＴＯＮ、液晶ポリマー（ＬＣＰ）、シリカ、又はそれら
の組合せを含んでもよい。
【００７２】
　特定の実施形態では、概して参照符号１１０によって表されている高さ「ｈ」は、検知
領域の複数の異なる電極について同じであってもよいし、又は異なっていてもよい。一実
施形態では、支持構造１０４の高さ１１０は、電極間の距離１１２に応じて決まり得る。
支持構造の高さは、浸透するのに必要とされる電場の深さに基づいて調整されてもよい。
一実施形態では、支持構造１０４の高さ１１０は、電極間の望ましい距離に基づいて決定
されてもよく、電極間の距離１１２の０．１～１０の範囲内にある。
【００７３】
　図６は、電極対、すなわち、電極１３０及び１３２を有する第１の電極対１２２、電極
１３０及び１３４を有する第２の電極対１２４、並びに、電極１３０及び１３６を有する
第３の電極対１２６を有する検知領域１２０の一部を示す。電極対１２２、１２４及び１
２６は基板１２８上に配置されている。電極１３０はグローバル電極であり、一方で電極
１３２、１３４、１３６は局所電極である。特定の実施形態では、グローバル電極は、グ
ローバル電極と局所電極との間の信号を誘発するのに使用される電極である。一実施形態
では、グローバル電極は、すべての局所電極にわたって共通であってもよい。いくつかの
実施形態では、局所電極は、グローバル電極と個々に関連付けられる電極である。外部調
整及び多重化構成要素が、複数の共振回路を作成するために、グローバル電極と複数の局
所電極との間に接続され得る。対１２２、１２４及び１２６は、それぞれ概して参照符号
１３８、１４０及び１４２によって表されている読み値を有する３つの異なる共振回路を
形成する。外部構成要素は、周波数を同時に又は順次測定し、共振回路対を調整すること
を可能にする。
【００７４】
　上述したように、センサは様々な周波数において共振するように構成されている。した
がって、単一のセンサが、複数の周波数において流体試料を探査するように構成されてい
る。検知領域は、複数の調整要素を使用して電子的に活性化され得、調整要素は検知領域
とともに共振回路を形成する。
【００７５】
　図７は、再構成可能な設計を有する電極／セル構造１５０の等価回路を示す。図示され
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ている実施形態では、ブロック１５２は、誘導結合励起（ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　ｃｏ
ｕｐｌｅｄ　ｅｘｃｉｔａｔｉｏｎ）を表す。図示されている実施形態では、ネットワー
ク分析器に動作可能に結合されているピックアップコイルが、電磁信号を無線で駆動する
ように構成され得る。代替的に、ネットワーク分析器自体が、電磁信号を駆動するように
構成されてもよい。電磁信号は、有線又は無線接続を使用して転送されてもよい。一実施
形態では、ピックアップコイルは、センサを励起するために電磁信号を受信アンテナに転
送するように構成されてもよい。ブロック１５２の内部の変成器１５４は、センサと読取
り器のピックアップコイルとの間のこの電磁エネルギー変換及び誘導結合を表す。ブロッ
ク１５６は、Ｒ、Ｌ、Ｃ構成要素を有する調整回路を表す。調整回路１５６は、Ｒ、Ｌ、
Ｃ、又はそれらの組合せの値を変更することによって、動作周波数範囲を変化させること
ができる。ブロック１５８は、Ｒ及びＣの複数の組合せを含む流体試料の等価回路を表す
。一実施形態では、調整回路１５６は、Ｒ、Ｌ、Ｃ構成要素の複数の組合せ及び接続の複
数の組合せを実現するために、複数のスイッチを含んでもよい。複数のスイッチを使用す
ると、共振周波数調整に加えて、検知領域に対する整合インピーダンスを増強することを
可能にするために振幅調整を実現することが可能である。特定の実施形態では、接続の複
数の組合せ、たとえば、Ｒ、Ｌ、Ｃ構成要素の直列接続、並列接続、及び直列接続と並列
接続との組合せが実現され得る。
【００７６】
　図８は、センサアセンブリ１７２、センサ読取りユニット１７４、及び表示ユニット１
７８を備える共振センサシステム１７０を示す。システム１７０は、ユーザインターフェ
ース１８０、コントローラユニット１８２及びプロセッサユニット１８４をさらに備えて
もよい。限定ではないが、マウス、キーボード、タッチスクリーンなどのようなユーザイ
ンターフェース１８０は、オペレータ又はユーザが、タッチスクリーン上に表示される表
示グラフィックス、アイコンなどに触れることによってオプションを選択することを可能
にし得る。
【００７７】
　センサ読取りユニット１７４は、センサ読取り器を含み得る。センサ読取り器は、有線
又は無線結合を使用してセンサアセンブリ１７２に動作可能に結合され得る。表示ユニッ
ト１７８は、細胞を表す分析情報を検査及び分析のためにユーザに表示する１以上のモニ
タを含んでもよい。表示ユニット１７８は、たとえば、メモリ１８６内に記憶されている
、又は現在取得されている２Ｄ又は３Ｄデータを自動的に表示してもよく、この記憶され
ているデータはまた、表示ユニット１７８によってグラフィックス表現を用いて表示され
てもよい。
【００７８】
　一例において、コントローラユニット１８２は、共振回路の電子交換を制御するのに使
用され得る。一実施形態では、電子交換は、センサ読取りユニット１７４内に組み込まれ
ているコントローラユニット１８２を用いて実施されてもよい。望ましい交換構成は事前
に供給されてもよく、又は入力デバイス１８０を使用して提供されてもよい。
【００７９】
　プロセッサユニット１８４は、センサアセンブリ１７２からの信号を処理するように構
成されてもよい。一実施形態では、プロセッサユニット１８４は、１以上の処理動作を実
施するように構成されてもよい。例として、プロセッサユニット１８４は、複数の共振回
路からの複数の信号を処理するように構成されてもよい。取得された信号は、流体試料の
分析及び検出中にリアルタイムに処理されてもよい。加えて又は代替的に、信号情報はメ
モリ１８６内に一時的に記憶されてもよい。メモリ１８６は、任意のデータ記憶媒体、た
とえば、一時もしくは永久記憶媒体又は着脱可能記憶媒体を含んでもよい。
【００８０】
　図９は、試料を分析する方法のための流れ図１９０を示す。試料の非限定例は、生体分
子、生体群、有機分子、有機物質、生物材料、無機材料を含んでもよい。いくつかの実施
形態では、試料は、生体分子、生体群、有機分子、有機物質、生物材料、無機材料、又は
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それらの組合せを含んでもよい。一実施形態では、試料は、タンパク質、ウイルス種、細
胞、細菌、又はそれらの組合せを含んでもよい。特定の実施形態では、試料は、液体試料
、気体試料、固体試料、又はそれらの組合せであってもよい。
【００８１】
　ステップ１９２において、方法は、複数の共振回路を有する単一の検知領域と、複数の
調整要素とを備えるセンサアセンブリを提供することによって開始する。一実施形態では
、センサアセンブリを提供することは、ウェルプレートを提供することと、ウェルプレー
ト上に複数の電極を堆積することとを含んでもよい。一実施形態では、単一の検知領域が
、ウェルプレート上のウェルごとに堆積されてもよい。別の実施形態では、少なくとも２
つの検知領域が、ウェルプレート上のウェルごとに堆積されてもよい。
【００８２】
　ステップ１９４において、センサアセンブリが、試料を含む環境に曝露される。
【００８３】
　特定の実施形態では、方法は、複数の電極対を有するセンサアセンブリを提供すること
を含む。これらの実施形態のうちのいくつかにおいて、方法は、電力が変化する電磁信号
によって複数の電極対の少なくとも一方の電極対を電気的に励起することを含んでもよい
。
【００８４】
　一実施形態では、方法は、時間的に変化する電磁信号によって複数の電極対の少なくと
も一方の電極対を電気的に励起することを含んでもよい。
【００８５】
　一例において、時間的に変化する電磁信号は、電力、周波数、振幅、又はそれらの組合
せによって変調されてもよい。
【００８６】
　特定の実施形態では、センサアセンブリは複数の電極対を含んでもよく、方法は、電力
が変化する電磁信号によって複数の電極対の少なくとも一方の電極対を電気的に励起する
ことを含む。
【００８７】
　一実施形態では、センサアセンブリは、複数の電極対を含んでもよく、複数の電極対の
少なくとも一方の電極は、グローバル電極として機能するように構成されてもよく、複数
の電極対の他の電極は、局所電極として機能するように構成されてもよく、グローバル電
極は、局所電極において応答を誘発するように構成されている。一例において、４電極構
造がグローバル電極によって駆動されてもよく、局所電極によって読取りが駆動される。
加えて、方法は、読取り器によって局所電極を直接測定することを含んでもよい。一実施
形態では、グローバル電極は局所電極において応答を誘発し、戻す。
【００８８】
　別の実施形態では、方法は、局所電極を個々に駆動することと、応答を取得するように
構成されているグローバル電極を使用して応答を取得することとを含んでもよい。
【００８９】
　いくつかの実施形態では、方法は、グローバル電極によって駆動される電極システムと
、小さい共振ローカル電極によって駆動される読取りとを含んでもよい。これらの実施形
態のうちのいくつかにおいて、複数の共振センサを駆動するために大きいピックアップコ
イルが使用されてもよい。いくつかの実施形態では、各検知領域に電気接点が設けられて
もよい。他の実施形態では、複数のセンサからの個々の応答を許容するために、高度な多
重化が使用されてもよい。複数の多重化方法が利用可能であり、時分割多重化、符号分割
多重化及び周波数分割多重化によっては限定されないことが留意されるべきである。特定
の実施形態では、時分割多重化センサが順次対処されてもよく、時間と引き換えに各検知
領域の直接測定が可能になる。いくつかの実施形態では、周波数分割多重化検知領域又は
符号分割多重化検知領域が、分析器の複雑度が増大することと引き換えに、同時検出を可
能にするために、広帯域又はデジタル変調されたソースを使用してもよい。
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【００９０】
　ステップ１９６において、センサアセンブリによって生成される１以上の周波数を使用
して試料が探査される。一実施形態では、１以上の周波数は、外部刺激の存在下又は不在
下の試料材料の周波数依存誘電特性に基づいて選択されてもよい。一実施形態では、外部
刺激は、電場、磁場、放射、音場、機械場、温度場、電離放射、薬理学的刺激、又はそれ
らの組合せを含んでもよい。
【００９１】
　一実施形態では、測定は、複数の共振回路を使用して実施されてもよい。別の実施形態
では、測定は、共振回路を用いずに実施されてもよい。
【００９２】
　加えて、方法は、複数の共振回路のうちの１以上に対応する共振周波数を調整するため
に調整要素の１以上の電気的パラメータを調整することを含む。さらに、方法は、複数の
共振回路の間で切り替えることを含む。
【００９３】
　一実施形態では、方法は、複数の共振回路を使用してセンサ信号を測定することを含む
。別の実施形態では、方法は、共振回路を用いずに、複数の調整要素を使用してセンサ信
号を測定することを含む。
【００９４】
　特定の実施形態では、センサ信号は、回路共振の周波数範囲にわたって測定されてもよ
い。いくつかの実施形態では、方法は、回路共振の周波数範囲にわたって、及び回路共振
の周波数範囲の外部で測定することを含む。
【００９５】
　センサアセンブリが複数の電極対を備える実施形態では、複数の電極対は、時分割多重
化、符号分割多重化、周波数分割多重化、又はそれらの組合せによって対処されてもよい
。
【００９６】
　特定の実施形態では、時分割多重化は、マルチプレクサを使用して各検知アセンブリを
順次探査するために１つの分析器を使用することを含んでもよい。いくつかの実施形態で
は、周波数分割多重化（ＦＤＭ）又は符号分割多重化（ＣＤＭ）は、共通の受信機を使用
することを含んでもよい。特定の実施形態では、各センサが駆動される方法は、変更され
てもよい。周波数分割多重化の場合、各センサは、固有の周波数において駆動されてもよ
く、すべてのチャネルの応答が共通のグローバル電極によって取得されてもよい。分析器
は、応答周波数に基づいて、応答をそれらのそれぞれのセンサにマッピングするように構
成されてもよい。ＲＦについて、妥当な数の電極を許容するために、励起のための狭帯域
信号を有することが望ましい場合がある。符号分割多重化の場合、センサは、同じ搬送は
周波数において駆動されてもよい。各領域への駆動信号が、直交符号を用いて分割されて
もよい。分析器は、各チャネルを分離するために、混合信号を各符と相関付けるように構
成されてもよい。
【００９７】
　ステップ１９８において、センサ応答の複素インピーダンスが、センサアセンブリの測
定されるスペクトル周波数範囲にわたって判定され得る。
【００９８】
　ステップ２００において、センサアセンブリのインピーダンスの測定値が、１以上のパ
ラメータに関係付けられ得る。
【００９９】
　一実施形態では、方法は、主成分分析を使用してセンサ応答をモデル化することを含む
。別の実施形態では、方法は、部分最小二乗法を使用してセンサ応答をモデル化すること
を含む。また別の実施形態では、方法は、等価回路モデル及び非線形重回帰を使用してセ
ンサ応答をモデル化することを含む。一例において、等価回路モデルは、遺伝的アルゴリ
ズムを通じて自動的に構成されてもよい。別の例において、等価回路モデル回帰推量係数
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（ｅｑｕｉｖａｌｅｎｔ　ｃｉｒｃｕｉｔ　ｍｏｄｅｌ　ｒｅｇｒｅｓｓｉｏｎ　ｇｕｅ
ｓｓ　ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ）は、遺伝的アルゴリズム又は複数のパスを通じて自動的
に推定されてもよい。
【０１００】
　１つの非限定例において、測定は、ウェルプレートの個々のウェル内に位置付けられて
いる検知領域を有する複数の共振回路を使用して実施されてもよい。一実施形態では、各
検知領域は、少なくとも４インターデジタル電極構造を含んでもよい。一例において、測
定は、センサ共振の周波数範囲内で実施されてもよい。別の例において、測定は、センサ
共振の周波数範囲の外部で実施されてもよい。
【０１０１】
　一例において、測定は、回路共振の周波数範囲にわたって実施されてもよい。別の実施
形態では、測定は、回路共振の周波数範囲にわたって、及び回路共振の周波数範囲の外部
で実施されてもよい。
【０１０２】
　一実施形態では、周波数は、外部刺激の存在下又は不在下の試料材料の周波数依存誘電
特性に基づいて選択されてもよい。
【０１０３】
　任意選択的に、調整要素の１以上の電気的パラメータは、複数の共振回路のうちの１以
上に対応する共振周波数を望ましい周波数に調整するために調整されてもよい。一例にお
いて、共振回路の共振周波数は、複数の共振回路の各々が、他の共振回路の共振周波数と
は異なる共振周波数を有するように調整されてもよい。
【０１０４】
　いくつかの実施形態では、方法は、複数の共振回路間での電子交換をさらに含んでもよ
い。
【０１０５】
　特定の実施形態では、試料を分析するための方法は、センサアセンブリの測定されるス
ペクトル周波数範囲にわたってセンサ応答の共振インピーダンススペクトルを判定するこ
とと、多変量応答係数を得るためにセンサ応答の共振インピーダンススペクトルに多変量
統計分析を適用することと、多変量応答係数を、試料の少なくとも１つの環境特性に関係
付けることとを含んでもよい。
【０１０６】
　一実施形態では、センサアセンブリによって生成される少なくとも２つの共振は、基本
共振である。一例において、方法は、異なる電力レベルのセンサ励起を適用することによ
って、センサアセンブリによって生成される少なくとも２つの共振を得ることを含んでも
よい。一実施形態では、センサアセンブリによって生成される少なくとも２つの共振は、
基本共振と、共振回路の少なくとも１つの高調波共振とを含んでもよい。一例において、
センサアセンブリによって生成される少なくとも２つの共振は、共振回路の高調波共振を
含んでもよい。
【０１０７】
　有利には、システム及び方法は、複数の周波数において共振するように構成されている
単一の検知領域を有する単一のセンサを使用して、様々な周波数における流体の探査を促
進する。また、単一の検知領域を有する共振センサは、各試験対象物又は対象物及び干渉
の個々の応答を提供するように構成される。さらに、システム及び方法は単一のセンサを
使用しながら複数の周波数を用いた試料の探査を促進するため、複数の周波数を用いて細
胞を探査するために、複数のセンサ上に流体試料を配置する必要はない。
【０１０８】
　本発明の特定の特徴のみが本明細書において図示及び説明されてきたが、多くの修正及
び変更が当業者には想起されよう。それゆえ、添付の特許請求の範囲は、本発明の範囲内
に入るようなすべてのそのような修正及び変更を包含するように意図されていることは理
解されたい。
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